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令和６年(２０２４)年１０月７日 

厚 生 委 員 会 資 料 

健 康 福 祉 部 生 活 援 護 課 

（第８１号議案） 

 

中野区災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

 

東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する政令が改正された。これに

伴い、東日本大震災の被災者に適用される災害援護資金の特例措置について規定している「中

野区災害弔慰金の支給等に関する条例」の一部を改正する。 

 

１ 一部改正の内容 

特例措置について規定している付則を削除する。 

 

２ 改正の趣旨 

中野区災害弔慰金の支給等に関する条例では、条例の付則において、災害援護資金の特例措

置のための東日本大震災の被災者を定義しているが、その該当する条文が国の政令改正により

繰り上がったため、条例改正の必要が生じたものである。 

この条例改正で削除する付則は、東日本大震災の被災者への災害援護資金に関する利率、償

還期間などを規定しているものであるが、これまでに貸付実績がない。 

また、東日本大震災関連貸付の新規貸付について、国は、岩手県、宮城県、福島県、仙台市

に限定しており、区として東日本大震災に関する災害援護資金は終了したことから、条例の該

当する規定、付則を削除することとした。 

 

３ 施行時期 

公布の日 
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中野区災害弔慰金の支給等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第２３条 （略） 第１条～第２３条 （略） 

付 則 付 則 

この条例は、公布の日から施行し、昭和４９

年９月１日以後に生じた災害に関して適用す

る。 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和４

９年９月１日以後に生じた災害に関して適

用する。 

 ２ 東日本大震災に対処するための特別の財

政援助及び助成に関する法律（平成２３年法

律第４０号。以下「平成２３年特別法」とい

う。）第２条第１項に規定する東日本大震災

により著しい被害を受けた者で東日本大震

災に対処するための特別の財政援助及び助

成に関する法律の厚生労働省関係規定の施

行等に関する政令（平成２３年政令第１３１

号）第１４条第１項に定めるものに対する援

護資金の貸付けに係る第１５条第２項及び

第１７条第１項の適用については、第１５条

第２項中「年３パーセント以内で規則で定め

る率」とあるのは「年１．５パーセント」と、

第１７条第１項中「１０年」とあるのは「１

３年」と、「３年」とあるのは「６年」と、

「５年」とあるのは「８年」とする。 

 ３ 前項の援護資金の貸付けに係る償還免除

については、第１８条の規定にかかわらず、

平成２３年特別法第１０３条第１項の規定

により読み替えられた法第１４条第１項の

規定によるものとする。 

別表 （略） 別表 （略） 

  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

 


